
令和５年度の道の主な取組（抜粋）

①
暮
ら
し

障がい者用介護ロボット等導入
の支援

介護ロボットやICTの普及に関し、障がい者支援施設等への導入費用を助成

ゼロカーボン地域プロジェクト
の支援

太陽光発電設備と電気自動車等の組み合わせによるV2Xの導入、地域マイクログリッドの構築、新エネ
ルギーを活用した先端技術の地域での実装化などを支援

ICTを活用したヒグマに強い地
域づくり実証

ICT等を活用し出没抑制に有効な⼿法・技術等を検証し、道内市町村等へ展開

北海道ミライづくりフォーラム 自治体や民間企業が取り組む数々の事例紹介やデジタル技術の展示、自治体DXやドローン、教育分野
でのデジタル活用をテーマにしたセミナーやディスカッションなどのイベントを開催

②
産
業

ICT活用種馬鈴しょ生産実証 種馬鈴しょ生産は植物防疫法に基づく検査が義務づけられていることから、病株抜き取り作業の負担軽
減を図るため、ＩＣＴを活用した労働時間の負担軽減に繋がる生産技術の実証に取り組む

スマート林業 スマート林業の地域実装に向けて、森林施業等のさらなる効率化を図るための実証や、技術を活用でき
る人材の育成、機器の導入支援、実演会等を実施

ICT技術を活用したコンブ生産
増大対策

コンブ漁場把握⼿法の開発に向けた画像解析技術の開発や漁場環境調査の実施をはじめ、生産の効率化
に向けた共同乾燥設備の実証試験を実施

ほっかいどうテストフィールド
推進事業

先進的な未来技術の実証の呼び込みにより研究機関の誘致や関連産業の集積を促し、道内各地域の課題
解決に向けた未来技術の社会実装を推進していく

北海道ドローン活用実証事業 北海道におけるドローンの利活用の可能性を調査・検証し、ドローンの社会実装を促進

データセンター集積推進事業 道内へのデジタル関連産業の集積に向け、省エネ・ゼロカーボンに資する冷涼な気候や豊富な再生可能
エネルギーを活用するデータセンターの誘致を積極的に展開

次世代半導体戦略 ラピダス社の次世代半導体製造拠点整備に向けた支援や関連産業の集積促進に向けた取組を実施



⑥
その他

未来技術に関する総合相談窓
口の設置

本道が持つ広大で多様なフィールドを最大限に活用し、未来技術の社会実装に向けた取組を加速させ
るため、全庁⼀丸となった支援体制を構築し、様々な相談に対応できる窓口を設置。

北海道Society5.0の広報・周
知

道庁1階道政広報コーナーにおいて、パネル展を開催（北海道Society5.0 の周知）
生成AIについて解説するランチタイムセミナー、デジタル体験会、デジタル相談会を開催

民間企業との連携協定を活用
した取組

民間企業との連携協定を活用し、道庁内に「デジタル相談員」を設置。
道庁各課、市町村のデジタル化、DXに関する相談を受け、アドバイスをする

北海道Society5.0事例集の公
開

道内市町村や企業等、道内で取り組まれている未来技術を活用した先進事例の共有、今後の横展開な
どにつなげていくため、事例集を作成し公開

令和５年度の道の主な取組（抜粋）

③
行政

市町村のデジタル化促進

自治体情報システムの標準化・共通化など自治体DX全般に関する支援のため５３市町村にアドバイ
ザーを派遣するとともに、市町村職員向けにセミナーを開催。
マイナンバーカードを希望される方々の円滑なカード取得⼿続きのため、道委託事業により、希望の
あった道内３４市町村と連携し、出張申請受付を実施。この取組をモデルケースとして他の市町村の
参考となるようノウハウ等を整理し、情報を共有。

道庁のデジタル化推進 行政⼿続きのオンライン化の推進、道庁内システムの利便性向上、AI・RPAの利用推進

④
データ
利活用

デジタルチャレンジ推進事業 AI・IoTを活用し、道内市町村が抱える地域課題の解決に資する新規性のある実証を支援するととも
に、取得したデータの利活用や事業実施結果等のオープンデータ化による事例の横展開を図っていく

ICT活用型草地管理普及促進 ICTを活用して草地（牧草）管理を省力化・効率化する技術の普及促進のため、生産者や農業団体等
へPR活動を実施。

⑤
基盤
整備

情報通信格差対策 総務省の携帯電話等エリア整備事業により移動通信鉄塔施設整備を行う市町村に対し補助するととも
に、移動通信鉄塔整備を行った市町村の過疎対策事業債の償還金に対して補助する。

デジタル人材育成事業費 デジタルを活用した解決策を企画・立案できる「デジタル活用人材」（デジタル人材レベル２）を育
成する研修プログラムを制作



①「暮らし」の取組
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②「産業」の取組
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②「産業」の取組



自治体ＤＸの推進

③「行政」の取組（道内市町村への支援）

道内市町村のオープンデータ推進を支援

○ 道内市町村のオープンデータ推進を支援するために、
総務省北海道総合通信局と共催で「オープンデータ研
修会」を実施（継続事業）

○ 道内市町村のオープンデータ推進のために、昨年度
「避難場所」「医療機関」など共通するデータを道が作
成し、オープンデータに取り組み易くする支援を行った。
107市町村（R5/1/17）→174市町村（R6/2/1現在）

○ 市町村におけるデジタル化を着実に推進するため、
外部デジタル人材である「デジタル化推進幹」を任用し、
支援体制を強化。（令和3年から継続）

＜自治体DX推進支援＞
○ 「自治体ＤＸ推進計画」に基づき、道内市町村は基幹
系情報システムの標準化・共通化などの行政のデジタ
ル化に取り組む必要があるが、業務に係るノウハウや
人材不足などから取組を進められない市町村に対し、
専門的知識を有するアドバイザーによる助言や支援等
を行うことにより、市町村の取組の支援を行っている。
・対象市町村 53市町村


